
 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年第１回（３月） 

粕 屋 町 議 会 定 例 会 
 

質問順一覧表  

質 問 順 議   員   氏   名 

１ 宮 﨑 広 子 

２ 山 𦚰 秀 隆 

３ 福 永 善 之 

４ 川 口   晃 

５ 田 川 正 治 

６ 田 代   勘 

７ 本 田 芳 枝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ．１  質問者１３番 宮 﨑 広 子 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

高齢者が生き生き元気 

に過ごすまち健康寿命 

の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

子ども達がこころもか 

らだも健やかに暮らせ 

るまちづくりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．高齢者の RSウイルス感染症ワクチンの接種推進について 

（１）高齢者の肺炎リスクの一因とされる RSウイルス感染症 

について、周知や感染予防への注意喚起は行っているか。 

 

（２）RS ウイルスワクチン予防接種に対する公費一部助成を 

どのように考えているか。  

 

 

 

 

１．小学校給食費のいわゆる無償化について 

（１）物価高騰により粕屋町の小学校給食の食材にかかる実費 

は、これまで値上げせずに国の補助金を使い、値上げを抑 

えてきた。国より上限月額 5,200円の補助があるが、今後 

も物価高騰が続き、給食費の不足も考えられる。不足が起 

こった際の財源をどのように確保するのか。 

 

（２）保護者の給食費負担をなくして、食材の質や量を維持す 

  ることができるのか。 

また、これまでのように食育は続けられるのか。 

 

（３）食品アレルギーにより、給食を食べることのできない児 

  童や、不登校児童、さらに町立外の小学校児童への支援を 

どのように考えるのか。 

またその際、複雑化する事務処理作業や職員の雇用をど 

のように考えているか。 

 

 

２．中学校給食費無償化について 

（１）この度のいわゆる無償化には中学校給食費は含まれてい 

  ない。この財源は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付 

金を活用するということだが、本年だけの一時的な活用な 

のか、その財源について問う。 

 

（２）中学校給食費無償化に取り組む方針に、粕屋町を選んで 

  もらう町・住み続けたい町としての展望があるのか。町長 

  の考えを問う。                    

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ．２  質問者１４番   山 𦚰 秀 隆 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

第６次総合計画の始動 

と市制施行に向けた行 

政運営について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町制施行70周年を契機 

とした将来像「選ばれ 

るまち ずっと住みた 

くなる場所 かすや」 

の実現について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度までに示された施政方針の重点項目に基づき具 

体的な課題を問います。 

 

（１）第６次総合計画がスタートするが、町民の「幸福度 

（Well-being）」をどのように数値化し、施策に反映さ 

せるのか。 

 

（２）施政方針で言及された「市制移行」について、人口要 

件以外の課題「都市施設、財政構造等」をどう解決して 

いくのか。 

 

（３）ふれあいバス廃止後の地域公共交通において、高齢者 

や交通弱者の移動手段に漏れが生じていないのか。 

 

（４）BRP（業務改善）による事務効率化の進捗は。書かな 

い窓口やオンライン申請の普及状況と今後の目標。 

 

（５）九大農場跡地等の開発において、環境にやさしい町づ 

くりをどう具体化するのか。 

 

 

 

 

町制施行70周年は町民が郷土への愛着（シビックプライ 

ド）を再確認し、コミュニティの再編を図るいい機会だと思 

います。 

 

（１）記念事業を単なるイベントに終わらせず、将来像にあ 

る「ずっと住みたくなる」ためのシビックプライドの醸 

成にどうつなげるのか。 

 

（２）新たな将来像を実現するために、これまでと一線を画 

する「粕屋町独自の重点施策」は何か。特に周辺自治体 

との差別化をどう図るのか。 

 

（３）「選ばれる（転入）」だけでなく「ずっと住みたくな 

る（定住）」ためには、ライフステージの変化（結婚、 

出産、老後）に応じた切れ目のない支援が必要だが、本 

年度の具体的施策は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 



質問順 ＮＯ. ３   質問者 ８番  福 永 善 之            
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

学校給食費の無償化に 

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもへの支援につい 

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国は、2026年４月から公立小学校を対象に、小学生の給 

食費無償化を決めてある。 

これは、子育て世帯の家計負担軽減を目的に、保護者の 

所得に関わらず児童一律に支給。 

国は、そのための交付金を創設し、給食実施自治体への 

支給額を、児童一人当たり月額5,200円と設定。 

令和８年度、町長の施政方針には、中学校の生徒に対 

し、町単独で給食費を無償化する、とある。 

 

（１）この施策は、子育て支援ですか、少子化対策です 

か。 

 

（２）施策の意義は。 

 

（３）何故、今なのか。 

 

（４）予算措置は、今年度限りなのか、恒久化を考えてあ 

るのか。 

 

（５）税の公平性の観点から、受益と負担のバランスにつ 

いて、どう考えてあるか。 

 

 

 

 

 国は、2023年末で廃止した「ジュニアNISA」の代わりに 

2027年１月から「こどもNISA」を新設する。対象は、０～ 

18歳未満。 

町は、過去に何度となく子どもがいる世帯へ手当を支給 

してある。直近では、物価高対応子育て応援手当と称し 

て、０～18歳に対し一人当たり２万円を支給することが決 

定。 

 

（１）令和６年６月議会の一般質問「貯蓄から投資へ」と 

題し、小中学生に対し投資教育への必然性を質問し 

た。 

再度、聞く。社会に出た時に実践的となる投資教育 

  を実施する意義について町の考えは。 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ．４   質問者 ９番    川 口  晃 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

人権が尊重される地域 

社会の実現について問 

う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暮らしと福祉の充実に 

ついて問う 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども達が自分らしく 

成長していくための人 

権の確立について問う 

 

（１）女性の地位の向上を目指して 

①政策・方針決定の場への女性の参画推進の状況で、 

各種審議会等への登用率は50％に向け前進しているか 

を問う。 

 

②地域活動の中での女性リーダーの人材育成や活動支 

援の具体的な取組と成果を問う。 

 

③女性の就労支援に関し、第５次総合計画では啓発と 

情報提供が主体である。高齢者の再就職も同様だが、 

ハローワークのような就労支援ができないのかを問 

う。  

 

（２）所得税法第56条では家族経営における家族従事者への 

対価を必要経費に算入しないとし、多くの女性が労働者 

として認められていないことになる。町として強力に 

「経費として認めること」を政府に要請できないか。 

また、町独自の何らかの支援はできないかを問う。 

 

 

 

 

（１）水道料金の基本料金の減免など、各自治体が行ってい 

る方法で、減免はできないかを問う。 

 

（２）小学生や障がい者以外の、いわゆる弱者（年金生活 

者、中学生など）に対しての「のるーと料金」の減免は 

できないかを問う。 

 

 

 

 

（１）「こどもデータ連携事業」の活用問題について問う。 

①こども家庭庁では「こどもデータ連携事業」の取組 

と推進を実施し、それに対するガイドラインを示して 

いるが、町として「こどもデータ連携事業」を実施し 

ているか。 

また、実施している場合、その内容は何かを問う。 

 

②小中学校で活用されている場合、「データ」の主な 

使用目的は何かを問う。 

 

（２）プライバシーリスクを低減するために、各自治体に独 

立した機関が必要ではないかを問う。 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ. ５   質問者１０番  田 川 正 治 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

令和８年度予算編成に 

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度の予算編成における福祉・教育関連分野の、子育 

てや障がい者、高齢者などへの負担軽減の支援策について 

 

（１）給食費の無償化は、国が小学校までとしているが、 

町として中学校まで無償化するための予算化。アレル 

ギーなどで給食を食べられない生徒への補助。献立の 

安全性や食材の質の確保について問う。 

 

（２）国民健康保険の加入世帯に対する負担軽減のため、 

町として18歳までの均等割りの軽減について問う。 

 

（３）子ども医療費は、高校生まで助成を実施している 

が、通院の一部負担金をなくして完全無料化すること 

について問う。 

 

（４）老朽化した仲原保育所の移転を含む予算化。３歳未 

満の保育料の無料化や多子世帯への保育料の軽減。保 

育士の配置基準に基づいた乳幼児と保育士の保育体制 

と、保育士を確保するための処遇改善について問う。 

 

（５）介護保険の積立金を活用した保険料の引き下げ。町 

内の介護事業所や、介護士不足を解消するための財政 

支援について問う。 

 

（６）災害時の避難所である学校の体育館や武道場、サン 

レイクやかすやドームなど、公共施設の便所を障がい 

者などが安心して利用できる、温水洗浄機能付きトイ 

レに取り換えることについて問う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ．６  質問者 ５番   田 代  勘 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

自主防災組織の強化と 

地域防災力の向上につ 

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域防災の中核を担う 

消防団員の確保及び福 

利厚生の充実について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．自主防災組織の実効性確保と地域防災の担い手育成に 

 ついて 

自主防災組織については、活動内容や訓練状況に差が見 

られ、役員の固定化や災害時の役割分担の共有不足などの 

課題も指摘されている。また、少子高齢化や生活様式の変 

化により、担い手不足や世代交代の停滞が課題となってい 

る。 

（１）実効性向上のため、今後どのような支援や関与を行 

  っていく考えか。 

（２）担い手不足の問題をどのように認識し、若年層や子 

  育て世代、転入者など多様な住民が参画できる環境づ 

くりや人材育成にどのように取り組んでいくのか。 

 

２．粕屋町総合防災訓練の評価と今後の方向性について 

（１） 昨年実施された粕屋町総合防災訓練について、町は 

成果と課題をどのように評価しているのか。 

（２） 訓練の成果を今後の自主防災組織の活動や町民の防 

災意識向上にどのように生かしていくのか。あわせ 

て、町全体を対象とした訓練や夜間訓練等の実施を含 

めた今後の方向性を伺う。 

 

３．防災運動会の実施による地域防災力の強化について 

自主防災組織活動の促進、地域コミュニティの活性化、 

そして防災訓練への参加促進の観点から、「防災運動会」 

を他自治体で実施している所がある。町としても地域防災 

施策の一つとして実施しては。 

 

 

 

 

 

１．消防団員の確保が困難となっている要因について 

（１）定員割れが進行している現状について、町はその要 

  因をどのように分析しているのか。特に若年層・現役 

世代の入団が進まない理由は。 

（２）団員数減少が地域防災体制に及ぼす影響についての 

  認識は。 

 

２．これまで町が取り組んできた消防団員の確保策につい 

 て 

（１）募集活動や広報の具体的な内容と、その成果をどの 

  ように評価しているのか。 

（２）これまでの取組の課題と今後の改善策についての考 

  えは。 

 

 

 

 

 

町 長  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時に地域住民の拠 

点となり得る生活利便 

施設の役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．事業所との連携について 

「消防団協力事業所表示制度」を運用しているが、制度 

開始以降、登録数が４事業者に留まっており、増えていな 

い状況にある。 

周知の強化、制度内容の充実、役場内の横断的な連携強 

化を一体的に進め、登録増につなげるべきと考えるが、こ 

の現状に対する町の認識と今後の具体的な取組方針は。 

 

４．消防団員の福利厚生と「消防団応援の店」制度につい 

 て 

（１）「消防団応援の店」制度について、令和４年３月の 

  一般質問以降、どのような検討、取組を行ってきたの 

か。 

（２） 関係部署や事業者との協議は行われているのか。仮 

に、制度導入が進んでいないとすれば、その理由は。 

 

５．消防団に対する町の基本方針について 

消防団を地域防災の根幹と位置づけ、町として今後どの 

ような覚悟と方向性をもって取り組んでいくのか。 

 

 

 

 

 

地域防災計画を踏まえた、市街化調整区域内における生 

活利便施設の立地について 

（１）災害復興支援及び早期生活復旧の観点から、市街化 

  調整区域内におけるコンビニエンスストア等の生活利 

便施設の役割について、町の認識は。 

（２）コンビニエンスストア等を、平時は生活利便施設と 

  して、災害時には物資供給や情報提供を担う防災拠点 

として位置づけた場合、都市計画法第34条第１号の趣 

旨を踏まえた整理や検討を行う余地について、町の見 

解は。 

（３）市街化調整区域において、町と事業者が災害協定を 

  締結し、災害時の物資供給等の役割を明確にすること 

を条件として、個別具体に立地を判断するという考え 

方について、町として検討する考えは。 

（４）今後、地域防災計画の実効性を高める観点から、市 

街化調整区域内における生活利便施設の在り方につい 

て、防災部局と都市計画部局が連携して検討を行う考 

えは。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 



質問順 ＮＯ．７  質問者１２番  本 田 芳 枝 
 

質 問 事 項 

 

質 問 の 要 旨 

 

 

質問の相手 
 

 

学童保育事業運営の充 

実に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町の学童保育事業は、「粕屋町放課後児童健全育成事業の 

設備及び運営に関する基準を定める条例」（以下、「条例」 

という。）及び令和７年こども家庭庁が出した「放課後児童 

クラブ運営指針」に沿ったものであると認識していますが、 

具体的な課題、主に待機児童数、安全計画、支援員の雇用形 

態における担当課の在り方について問います。 

 

（１）町の待機児童がここ数年県内トップであることへの見 

解と今後の対策は。 

 

（２）令和８年度の募集要項に「希望者の急増により待機者 

も増えています。基本的に低学年の入所を優先してお 

り、３年生以上は入所を待っていただく傾向にありま 

す」とあったが、条例第５条に沿っていないのでは。 

 

（３）条例第６条の２に関して、安全計画の策定と計画実施 

と見直しについての取組、その結果の報告、保護者への 

周知は。 

 

（４）条例第８条に関して、支援員は「必要な知識及び技能 

の習得、維持向上に努めなければならない」、また町は 

「その資質向上のために研修の機会を確保しなければな 

らない」とある。決算の事務事業シートには資格取得人 

数の報告はあるが、全体数の報告はない。研修の事例報 

告もない。改善方法として研修の受講を支援するとある 

が、どういう支援なのか。 

 

（５）事業主体は町であり、実際の運営業務担当は学校教育 

課。支援員の仕事内容、処遇に関しては行政サービス包 

括業務委託の一部である関係上担当は総務課になってい 

る。実際に総務課と業者の協議は定期的に行われている 

が、学童保育事業は単なる業務委託ではないので、町の 

担当部署である学校教育課との協議も必要ではないか。 

その対応は。 

 

（６）子ども・子育て支援事業計画での学童保育事業におけ 

る利用児童数の見込みは、減少から横ばいとなってい 

る。しかし、経済的な理由、女性の就業意欲など社会が 

大きく変化しているため、増加に転じる可能性があると 

考える。そういった場合に、町として柔軟に対応できる 

のか。その見通しと対策は。 

 

（７）学童保育は放課後児童の健全育成支援だけでなく就労 

支援であり、家庭支援であると言われている。国の担当 

はこども家庭庁になったこともあり、町も担当部署をこ 

ども家庭センターに移してはどうか。 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


